
合同会社 山﨑不動産相談室 会員規程 

第１条（目的） 

この規程は、合同会社山﨑不動産相談室（以下｢当社」という。）の会員の入退会及び会費等に関し、必要な事項を

定め、会員の資格の維持ならびに業務支援を目的としています。 

第２条（会員資格） 

次の号に掲げる条件を満たすものは、当社の会員となる資格を有することとします。 

（１） 不動産借地権相続コンサルタント🄬養成講座（以下、「当講座」という。）を受講し、かつ、最終試験に合格した個人 

（２） 当講座を受講し、かつ、最終試験に合格した法人 

第３条（入会手続き） 

１．入会希望の方は、当社所定の申込方法により申込をして会員となります。   

２．入会を認められた方は当社が定める入会金、年会費（以下「会費等」）を支払うことにより入会手続きが完了したものとし 

ます。 

第４条（入会不承認） 

次の各号に掲げるいずれかの事由に該当する場合、当社は入会を承認しない場合があります。  

（１） 入会申込みの申告事項に、虚偽の記載、誤記、記入漏れがあった場合  

（２） 暴力団関係者、暴力団関係団体、総会屋、その他暴力、威力、詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団 

若しくは個人又はこれらに準じる者（（以下「反社会的勢力」という）である場合  

（３） その他当社が不適当な事由があると判断した場合  

（４） 過去に当社から会員契約を解除し、除名されたことがある場合 

第５条（会員資格有効期間と更新） 

１．会員資格の有効期間は、更新月の１日から起算して 1 年分とします。  

２．当社所定の更新手続きにより、年会費を支払期日までに支払った場合に会員資格を保有し続けるものとします。 



第６条（入会金及び年会費） 

 ① 入会金  30,000 円（消費税別） 

 ② 年会費  30,000 円（消費税別） 

初年度会費は講座受講料とともに一括払いとし、講座受講月の翌月を入会月とし、入会月の日から起算して 1 年分としま

す。                                                                          

更新による会費の納入は、当社所定の手続きによるものとします。                                  

会員は、会費を納入せず、催促後なお会費を 3 ヵ月以上納入しないとき、会員の資格を喪失するものとします。      

会員がすでに納入した会費は、その理由の如何を問わず、これを返還いたしません。 

第７条（会員のサービス内容） 

会員は次に掲げる権利を有するものとします。  

（１）  当社「 不動産借地権相続コンサルタント🄬」称号の利用 

（２）  当講座のオブザーバー無料参加 

（３）  会員限定の勉強会やセミナーの開催  

（４）  個別相談を割引価格で提供 

（５）  会員同士の交流イベントへの参加 

（６）  ニュースレターによる最新情報の提供 

（７）  会員専用コミュニティグループへの参加 

（８）  業務効率化専用ツール・テンプレートの提供 

第８条（権利帰属） 

当社が提供する当講座座に含まれる情報の著作権は全て当社に帰属します。当講座によって提供される情報を、複製、編

集、加工、発信、販売、出版その他いかなる方法においても著作権法に違反して使用することを禁止します。           

会員資格喪失後であっても適用されるものとします。 

第９条（会員規程・サービス内容の変更） 

当社は、会員規程及びサービス内容を当社ホームページにおいて公開します。会員規程及びサービス内容を追加・削除・

変更した場合には、当社ホームページにおいて告知します。 

第１０条（権利の譲渡等の禁止） 

会員は、その権利を第三者に譲渡・貸与してはなりません。 



第１１条（会員情報変更の届け出） 

１．会員は、その住所、氏名、又は連絡先等について、当社への届出事項に変更が生じた場合には、速やかに所定の変更

手続きを行うものとします。  

２．当社は、会員が前項の通知を行わなかったことによる不利益についての責任を負わないものとします。  

第１２条（退会） 

会員は、所定の退会届を当社に提出することにより、任意に退会することができます。  

第１３条（会員資格の喪失） 

以下の場合は会員としての資格を喪失します。 

（１）  退会の申し出をしたとき  

（２）  死亡し、若しくは失踪宣告を受けたとき  

（３）  除名されたとき 

第１４条（会員の除名等） 

会員が次のいずれかに該当するときは、会員に事前の通知または催告することなく当社 の会員資格を直ちに解除し、 除

名することができます。 

（１）  会員としての品格を損なう行為があると当社が認めた場合  

（２）  本規定、当社との間で合意をした約定に違反をした場合  

（３）  本規程以外において当社との間の取り決めにより、当社に通知をすべき事項について通知を怠り、又は虚偽の通知

をした場合  

（４）  当社の事前の書面による同意なく、当社の保有する著作権、商標権その他の知的財産権を使用した場合  

（５）  当社の利害関係人に対し、誹謗中傷をしたと認められる事実がある場合 

（６）  当社の事業活動を妨害する等により、当社の事業活動に悪影響を及ぼした場合 

（７）  法令又は公序良俗に違反した場合  

（８）  支払停止又は支払不能の事由を生じた場合 

（９）  反社会的勢力や団体またはその関係者であると認められた場合 

（１０） 当社を通じて知り合った会員に対して、過剰な営業行為等の迷惑行為があると当社が認めた場合  

（１１） 当社の目的と協調しがたい事業などに参画したと当社が認めた場合  

（１２） その他、当社が会員として不適格と認める相当の事由が発生した場合又は当社が信用不安と判断する相当の 

事由が発生した場合  



第１５条（反社会的勢力の排除） 

会員が以下の各号に該当する者(以下「反社会的勢力」という。)であることが判明した場合には、何らの催告を要せず、会

員資格を直ちに解除することができるものとします。  

（１）  暴力団  

（２）  暴力団員 

（３）  暴力団員でなくなったときか 5 年を経過しない者  

（４）  暴力団準構成員  

（５）  暴力団関係企業 

（６）  総会屋等 

（７）  社会運動等標ぼうゴロ  

（８）  政治活動等標ぼうごロ 

（９）  特殊知能暴力集団 

（１０） その他前各号に準ずる者  

第１６条（会員資格喪失に伴う権利と義務） 

１．会員が前条（第 13 条、第 14 条、第 15 条）の規定によりその資格を喪失したときは、当社に対する権利を失い、義務を

免れる。ただし、未履行の義務は、これを免れることができません。 

２．当社は、会員がその資格を喪失しても、既納の入会金、会費等は返還しません。 

３．資格喪失時に有効期限のある会員証を保有している場合は、速やか当社に返納するものとします。 

第１７条（禁止行為） 

会員は、以下に掲げる行為を行ってはなりません。 。 

（１）  他の会員もしくは当社の財産およびプライバシーを侵害する行為、または侵害す る恐れのある行為  

（２）  他の会員もしくは当社に不利益や損害を与える行為、またはそれらの恐れのある 行為 

（３）  公序良俗に反する行為もしくはそのおそれのある行為  

（４）  犯罪的行為もしくは犯罪的行為に結びつく行為またはその恐れのある行為  

（５）  当社の運営・活動を妨げる行為および信用を毀損する行為  

（６）  当社の会員同士が行う当社への利益相反取引に該当する行為 

（７）  当社の会員同士が行う当社業務との競合停止義務に反する行為   

（８）  当講座を利用して行うネットワークビジネスおよび宗教の勧誘行為 

（９）  その他、当社によって不適切と判断される行為 

会員のコンサルタント活動により、会員もしくは第三者に対して生じたいかなる損害についても、 当社は責任を負わないも

のとします。 会員のコンサルタント活動により当社が損害を被った場合には、当社は会員に対して損害賠償を請求できる

ものとします。  



第１８条（損害賠償） 

当社は、会員が第 1７条の禁止行為に違反し、又はその他の事由により、当社に損害を与えたときは、会員に対しその賠償

を求めることができます。  

第１９条（会員情報の取り扱い） 

会員は、当社に対して提供した会員の個人情報を、以下にあげる利用目的の範囲内で利用することに同意するものとしま

す。 

（１）会員が提供する各種サービスや当社の活動を会員に知らせる必要がある場合  

（２）会員情報を、あらかじめ会員承諾のもと当社のウェブサイトや販促物等に掲載する場合  

（３）当社の運営上、他の会員に知らせる必要がある場合                                     

（４）当社が会員サービスに関わる業務その他を第三者に委託するときに、会員情報を取り扱わせる場合 

（５）個人情報に関する法令及びその他の規範に記載されるやむを得ない場合の情報開示など 

第２０条（免責） 

当社は、会員に対し、ある一定の利益や有益な機会の提供等を保証するものではなく、又、 会員において諸活動を行うに

つき、自らの責任においてこの全ての活動を行い、当該活動に関連して会員その他第三者に損害・トラブルが生じた場合 

でも、当社に故意または重過失がある場合を除き、当社はその責を負いません。 

第２０条（規約の改正） 

本規程は、当社の円滑な運営実施のため、必要と認める場合、改正することができ、その場合、当社 HP への掲載その他

の方法により通知した時点からその効力を生じます。 

第２１条（法令の根拠） 

当社の全ての会員は、各種法律、政令、省令等の法令の定めに従うとともに、当社が別途定めた場合はその倫理規定類に

従うものとします。 

第２２条（合意管轄） 

本規定に関する一切の紛争については、東京地方簡易裁判所または東京簡易裁判所を専属管轄裁判所とします。 



第２３条（その他） 

その他必要な事項については、別に定めるものとします。 

 

（附則）  

１．本規程は令和6年9月11日から実施する 

 


